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2023 年12月13日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 売 れ る ネ ッ ト 広 告 社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 C E O  加藤公一レオ 

（コード番号：9235 東証グロース）

問 合 せ 先  取 締 役 C F O  植 木 原 宗 平 

  （TEL 092-834-5520） 
 

 

株式取得（子会社化）に向けた基本合意書締結のお知らせ 

 

 

当社は、2023 年 12 月 13 日開催の取締役会において、株式会社グルプスの全株式を取得し、子会社化する

ことについて、基本合意書を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本件は適時開示基準に該当致しませんので、開示事項・内容の一部を省略しております。 

 

１．株式の取得の理由 

 当社は、創業以来健康食品・化粧品業界を中心とした D2C(ネット通販)事業者向けにクラウドサービス及び

マーケティング支援サービスを提供し、D2C(ネット通販)事業者が当社サービスを活用し、インターネット広

告の費用対効果を改善し業績を拡大することを目的として事業を展開しておりますが、今後の当社成長のため

には「既存サービスの強化・利便性の向上」及び「他業界への事業展開」が重要と考えており、今回の株式取

得の目的は「マーケティング支援サービスの強化」及び「他業界への事業展開」を実現することでございます。 

 

 株式会社グルプスは「日本の「ど真ん中」からハイスピード×ハイクオリティでクライアントを成功に導

くWebマーケティング精鋭集団」という企業理念をもち、広告戦略の立案から運用実行までを一気通貫で提供

するネット広告特化型のマーケティング支援企業でございます。 

 

 株式会社グルプスは D2C(ネット通販）のみならず金融・飲食・クリニック等の業界に対して、過去 300 商

材以上、500 以上の広告戦略の実績を有し、世界中の広告媒体を利用し、多彩なジャンルの商品プロモーショ

ン運用を担っており、その中で培ったノウハウを基にクライアントを成功に導くための、広告運用の設計実行

に関するサービスを提供しております。 

 

 当社が提供しておりますマーケティング支援サービスは、独自のメディアプラットフォームを通じて300社

以上の媒体に対し成果報酬により広告を配信することが可能なサービスであり、サービスの成長戦略として広

告出稿量の増加を掲げており、今般の株式取得により、過去のノウハウを基にした広告出稿量の増加による

マーケティング支援サービスの更なる強化を図っていくことが可能となります。 

 

また、現在の当社サービス提供のコア業界である健康食品・化粧品業界以外の他業種へのサービス展開・市

場開拓が可能となり、多岐にわたるサービス展開による成長を実現できると考えております。 

 

 以上のことから株式会社グルプスを子会社化することで当社の企業価値向上と発展に寄与するものと考え、

全株式取得に向けた基本合意書を締結致しました。 
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２．株式会社グルプスの概要(2023年 12月13日現在) 

（１） 名 称 株式会社グルプス 

（２） 所 在 地 愛知県名古屋市中区丸の内3-18-22フェイマス丸の内ビル6F 

（３） 代表者の役職・氏名 北川雅人 

（４） 事 業 内 容 WEB特化型広告代理/運用代行 

（５） 資 本 金 5百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2016 年11月15日 

（７） 大株主及び持株比率 北川雅人：100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

３．取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

本件の実施により、発行済株式総数の 100％を株式会社グルプスの既存株主から取得いたしますが、本件株

式の取得価額につきましては、非公表とさせていただきます。なお、取得価額につきましては、独立した第三

者機関の算定した評価額を基に株式取得の相手方と協議のうえ決定してまいります。 

 

４．日 程 

（１） 基 本 合 意 書 締 結 2023 年12月13日 

（２） 株式譲渡契約書締結 2024 年２月（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024 年２月（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本件が当社の今期業績に与える影響は算定中でありますが、中長期的に当社の業績の向上に資するものと考

えております。なお、今後の状況により公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 なお、2024年７月期第３四半期より連結決算へ移行する予定です。 

 

以 上 


